
書式第 12号 (法第 28条関係 )

2025年 度  事 業 報 告 書
2025年  4月  1日 から 2026年  3月  31日 まで

特定非営利活動法人 ベ トナム簿記普及推進協議会

1 事業の成果

ハノイ貿易大学内に施設を構える、JICA傘 下のベ トナム日本人材開発インスティチュー ト (以
VJCC)に おいて、ベ トナム人の大学生、大学院生及び社会人を対象に「日本語で学ぶ簿記コース」
の講義を行った。1講義1時間30分で計25回実施し、3ク ラスを終了した。
上記のコースとは別に2級商簿のオンライン講義を、1講義1時間30分で計13回実施し、1ク ラス終了、
1ク ラスが継続中。また、2級工簿の講義を、1講義1時間30分で計11回実施し、2ク ラスが終了した。
VJCCに おける講義は今年度合計で49回行った。

ハノイ貿易大学において、同大学ビジネス日本語学部生を対象に
「日本語による簿記コース」の講

を行った。この講義は同大学のカリキュラムに組み込まれた正式な授業であり、ハノイ貿易大学事務

と共同で講義・運営を行った。1講義2時間25分、週1回の講義を4ク ラスで実施し、終了した。今年度

計で72回の講義を行った。

ハノイ大学において、日本語学部の学生を対象に「日本語による簿記コース」の講義を行った。昨

度から継続しているコースを1講義3時間半・週1回行い終了した。また、今年度新たに1講義3時間半・

週1回のコースを実施し、現在継続中である。本年度合計で11回の講義を行った。

幣会と日本ビジネス技能検定協会の共催で、3級商業簿記、2級商業簿記・工業簿記の簿記検定試験

実施した。通年で2回の試験を実施し、受験者総数233名、内133名が検定に合格している。

また、2025年 7月 に2週間、ハノイ貿易大学・ベ トナム日本人材開発インスティチュー ト・ハノイ大

での「日本語で学ぶ簿記コース」に参加し修了した生徒の中で、優秀な生徒7名 を日本に招聘し、会

事務所や有名企業の見学や経理実務に触れる機会を設け、日本とベ トナムとの友好促進を図った。

2025年度の講義回数は134回、480名 (内継続中生徒87名 )に対して講義を行い、298名 の修了生を
出した。

2 事業の実施に関する事項
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2025年度 活動計算書

2025年  4月  1日 か ら  2026年  3月  31日 まで

特定非営利活動法人ベ トナム簿記普及推進協議会
:円 )

金 額日
【科

16 000 000 16 000 000

5 840 9044 772 069
1,068,835

21 840 904

913,225
7,072,046
54,286
4,075,039
1,665,173
781,380
414,058
17,088
154,633
722,066
129 240

15 998 234

Ｑ
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568
035
790

216 393

16 214 627

626 2775

80 948 174

2 事業収益
複式簿記教育事業収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費
顧問料
講師派遣料
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
交際費
保険料
支払手数料
研修費・図書費
雑費

事業費計

管理費計

経常費用計

正

1 寄付金収入

3 その他収益
受取利息
為替差益

2 管理費
通信運搬費
消耗品費
雑費

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

■■回厩□□団



書式第 15号 (法第 28条関係)

2025年度 貸借対照表

2026年    3月   31日 現在

特定非営利活動法人 ベ トナム簿記普及推進協議会

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

現金

ドン現金

普通預金 みずほ銀行新宿新都心支店

普通預金 三井住友銀行法人営業部 (外貨

前払費用

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
投資その他の資産

満期保有目的債券 (米国財務省証券)

投資有価証券 (USMMF)

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

200,000

115,304

13,145,292

15,741,940

142,897

29,345,433

86,664,311

49,372,281

7,946,597

57,318,878

89,860

89,860

89,860

80,948,174

5,626,277

86.574,451

86,664,311



書 16号 (法 28

2025年 度  計算書類の注記

特定非営利活動法人ベ トナム簿記普及推進協議会

重要な会計方針

計算書類の作成は、岬0法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正
NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況
円

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
(単位

4.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円 )

合計
複式簿記
教育事業

事業部門計 管理部門科 目

16,000,000
0

0

0

0

5,840,904

16,000,000

0

5,840,904

16,000,000

0

0

16,000,000 5,840,904 21,840,90416,000,000

913,225

7,072,046

54,286

4,075,039

1,853,741

783,415

414,058

17,088

154,633

722,066

155,030

913,225

7,072,046

54,286

4,075,039

1,665,173

781,380

414,058

17,088

154,633

722,066

129,240

0

0

0

0

188,568

2,035
0

0

0

0

25,790

913,225

7,072,046

54,286

4,075,039

1,665,173

781,380

414,058

17,088

154,633

722,066

129,240
16,214,627216,39315,998,234 15,998,231

5,624,511 5,626,2771,766 1,766

経常収益
.寄付金収入
.事業収益
.その他収益
経常収益計

経常費用

その他経費

顧間料

講師派遣料

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

交際費

保険料
支払手数料

研修費 。図書費

雑費
経常費用計

当期経常増減額

Ⅱ

I

1

2

3

期末残高 備考当期増加額 当期減少額期首残高内容

無 し

合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 期末帳簿価額

投資その他の資産

満期保有目的債券

投資有価証券
合計

46,209,688
6,291,705

3,162,593
1,654,892

0

0

49,372,281
7,946.597

49,372,281
7,946.597

52,501,393 4,817,485 57,318,878 57,318,878

計算書類に計
上された金額

内役員及び近
親者 との取引

科 目

2,000,00016,000,000

16,000,000 2,000,00Q活動計算書計

(活動計算書 )

寄付金収入



書式第 17号 (法第28条関係)

2025年度 財産目録

2026年   3月  31日 現在

特定非営利活動法人 ベ トナム簿記普及推進協議会

(単位 :円 )

科 目 金 額

200,000

115,304

13,145,292

15,741,940

142,897

29,345,433

86,664,311

49,372,281

7,946,597

57,318,878

79,860

10,000

89,860

89,860

86,574,451
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2025年 度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所並

びにこれらの者についての前事業年度における颯酬の有無を記載した名

")

特定非営利活動法人ベ トナム簿記普及推進協議会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

毬
」
以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1
監事
タマカ
゛
ワ マサユキ 2025年

2026年

4月  1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日玉川 雅之

2
監事
ワタ
゛
 シケ
゛
フミ 2025生「ユ

202611ニ

4月  1日

3月  31日

年 月

月

日

日年和田 成史

3
監事
ミヤケ シケ
゛
ヒサ 2025年

2026年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年 月 日三宅 茂久

4
監事理 事
マスタ
゛
 ケイサク 2025年

2026年

4月  1日

3月  31日

年 月

月

日

日年増田 慶作

5
理事 監事

ホンマ ヨウイチ 2025年

2026年

4月  1日

3月  31日

年

年

月   日

月   日本間 洋一

6 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

7 理事・監事

年   月 日

日年  月

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月 日

日年   月

9 理事・監事

年 月

月

日

日年

年   月 日

日年 月

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人ベ トナム簿記普及推進協議会

氏   名

1 大武 健―郎

2 和田 成史

3 三宅 茂久

4 本間 洋一

5 玉川 雅之

6 増田 慶作

7 浅野 公雄

8 古久保 英朗

9 堀江 勇輝

10 船山 朗知

11 上田 祥太




